
「高次脳機能障害の児童生徒への支援の在り方等について」

平成24年度 高次脳機能障害支援普及事業 公開シンポジウム

シンポジウムⅠ 就学・修学支援について
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１．高次脳機能障害の児童生徒への支援について

２．今後の特別支援教育の在り方について



① 国立特別支援教育総合研究所「特別支援教育専門研修」

② 支援冊子での紹介 など

（（（（記述例記述例記述例記述例））））

国における取組

国における特別支援教育の動向

平成２２年 ７月１３日 中央教育審議会 初等中等教育分科会

「特別支援教育の在り方に関する特別委員会」設置

平成２４年 ６月 ８日 「特別支援教育の在り方に関する特別委員会」（第１９回）

７月１３日 中央教育審議会初等中等教育分科会

７月２３日 中央教育審議会総会

報告

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進」

公表



中央教育審議会 初等中等教育分科会 報告

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進」

１．共生社会の形成に向けて

２．就学相談・就学先決定の在り方について

５．特別支援教育を充実させるための教職員の専門性向上等

４．多様な学びの場の整備と学校間連携等の推進

３．障害のある子どもが十分に教育を受けられるための
合理的配慮及びその基礎となる環境整備

中央教育審議会 初等中等教育分科会 報告

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進」

○ 就学基準に該当する障害のある子どもは特別支援学校に原則就学するという従来の

就学先決定の仕組みを改め、障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保護者の意見、

教育学、医学、心理学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合
的な観点から就学先を決定する仕組みとすることが適当である。

その際、市町村教育委員会が、本人・保護者に対し十分情報提供をしつつ、本人・保

護者の意見を最大限尊重し、本人・保護者と市町村教育委員会、学校等が教育的ニー

ズと必要な支援について合意形成を行うことを原則とし、最終的には市町村教育委員
会が決定することが適当である。

○ 就学時に決定した「学びの場」は固定したものではなく、児童生徒のそれぞれの発達

の程度、適応の状況等を勘案しながら柔軟に転学ができることを、すべての関係者の

共通理解とすることが重要である。

２．就学相談・就学先決定の在り方について
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中央教育審議会 初等中等教育分科会 報告

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進」

○ インクルーシブ教育システム構築のためには、特に、小・中学校における教育内容・
方法を改善していく必要がある。

教育内容の改善としては、障害者理解を進めるための交流及び共同学習の充実を

図っていくことや通常の学級で学ぶ障害のある児童生徒一人一人に応じた指導・評価
の在り方について検討する必要がある。

また、教育方法の改善としては、障害のある児童生徒も障害のない児童生徒も、さら

には、障害があることが周囲から認識されていないものの学習上又は生活上の困難の
ある児童生徒にも、効果的な指導の在り方を検討していく必要がある。

４．多様な学びの場の整備と学校間連携等の推進

視覚障害

聴覚障害

知的障害

肢体不自由

0.83（％）

（約９万１千人）

発達障害（ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等）の可能性のある児童生徒

６.５％程度の在籍率

視覚障害

聴覚障害

肢体不自由
病弱・身体虚弱

言語障害

視覚障害 知的障害
聴覚障害 肢体不自由

特 別 支 援 学 校特 別 支 援 学 校特 別 支 援 学 校特 別 支 援 学 校

義務教育段階の全児童生徒数 １０５５万人

（※３を除く数値は平成２３年５月１日現在）

自閉症

情緒障害

学習障害（ＬＤ）
注意欠陥多動性障害（ ＡＤＨＤ）

0.62％％％％
（（（（約約約約６６６６万万万万５５５５千人千人千人千人））））

0.62％％％％

（（（（約約約約２８２８２８２８万万万万５５５５千人千人千人千人））））

※３

2.71％％％％

（（（（約約約約６６６６万万万万５５５５千人千人千人千人））））

※２

視覚障害 肢体不自由

聴覚障害 病弱・身体虚弱

知的障害 言語障害

自閉症・情緒障害 1.47％％％％

小 学 校小 学 校小 学 校小 学 校 ・・・・ 中 学 校中 学 校中 学 校中 学 校

病弱・身体虚弱

特別支援学級特別支援学級特別支援学級特別支援学級

通常通常通常通常のののの学級学級学級学級

（（（（約約約約１５１５１５１５万万万万５５５５千人千人千人千人））））

※１ 平成23年度実施調査においては、東日本大震災の影響を考慮し、岩手県、宮城県、福島県及び仙台市においては調査を実施していない。

また、東京都においては調査への回答が得られなかった自治体がある。

※２ ＬＤ（Learning  Disabilities）：学習障害、ＡＤＨＤ（Attention-Deficit / Hyperactivity  Disorder) ：注意欠陥多動性障害
※３ この数値は、平成２４年に文部科学省が行った調査において、学級担任を含む複数の教員により判断された回答に基づくものであり、医師の診断によるものでない。

特別支援教育の対象の概念図（義務教育段階）

（通常の学級に在籍する学校教育法施行令第２２条の３に該当する者：約３千人）
※１

（特別支援学級に在籍する学校教育法施行令第２２条の３に該当する者：約１万７千人）
※１

通級通級通級通級によるによるによるによる指導指導指導指導



中央教育審議会 初等中等教育分科会 報告

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進」

５．特別支援教育を充実させるための教職員の専門性向上等

○ インクルーシブ教育システム構築のため、すべての教員は、特別支援教育に
関する一定の知識・技能を有していることが求められる。

○ 都道府県や市町村における特別支援教育に関する研修をすべての教職員を対象
として実施することが重要である。そのため、教育委員会が主催する研修の実施に
当たっては、教職員が研修を受けやすい環境づくりを行うことが必要である。また、
国・私立学校関係者や保育所関係者も受講できるようにすることが望ましい。

○ 教員の資質を向上させるために重視すべきは、校長等の管理職の資質向上を
図ることである。管理職の特別支援教育に関する認識、マネジメント力、リーダー
シップの発揮が重要であり、これらに資する研修が実施されるべきである。

②国公私立計・幼小中高計・管理職研修受講率－全国集計グラフ（平成23年度）

①国公私立計・幼小中高計・教員研修受講率－全国集計グラフ（平成23年度）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講済 605,839人
（63.4％）

未受講 349,087人
（36．6%）

うち行政研修受講

367,619人 （38．5%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講済 68,720人
（77.9％）

未受講 19,542人
（22．1%）

うち行政研修受講

57,152人 （64．8%）

１．特別支援教育の現状

～特別支援教育に関する教員研修の受講状況（平成23年９月１日現在）～



※ 平成19年度～23年度は、いずれの数値も「当該障害種の免許状保有者」と「自立教科等の免許状
保有者（当該障害種）」を合わせた割合を示す。
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64.0%
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68.0%

70.0%

72.0%

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

全体

新規採用者

データ①：特別支援学校における在籍校種の免許状保有率の経年比較

※ 平成18年度の全体及び新規採用者の数値は、在籍校種の免許状保有者の割合を示す。

（都道府県別の、公立小・中における保有率 最高：65.6％、最低：17.0％）

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

小学校 ３２．７％ ３４．２％ ３３．８％ ３３．３％ ３３．０％ ３２．８％

中学校 ２６．４％ ２８．６％ ２８．０％ ２７．９％ ２７．４％ ２７．０％

合計 ３０．８％ ３２．４％ ３２．０％ ３１．６％ ３１．３％ ３１．０％

データ②：特別支援学級担当教員の特別支援学校教諭免許状保有率



改正障害者基本法の趣旨等を踏まえ、インクルーシブ教育システムの構築に向けた取組として、特別支援教育の専門支援人材の配置・活用等を推進しつつ、早期からの教

育相談・支援体制の構築、幼稚園、小・中学校、高等学校における合理的配慮の充実及び拠点地域・学校における調査研究、高等学校の特別支援教育の充実、インクルーシ

ブ教育システム構築に関するデータベースの整備、合理的配慮の関連知識の習得及び情報共有を図るためのセミナー開催等を行う。さらに、医療的ケアのための看護師配置、
就学奨励費の支給対象の拡大を行う。

◆◆◆◆インクルーシブインクルーシブインクルーシブインクルーシブ教育教育教育教育システムシステムシステムシステム構築構築構築構築データベースデータベースデータベースデータベース（（（（独立行政法人国立特別支援教育総合研究所独立行政法人国立特別支援教育総合研究所独立行政法人国立特別支援教育総合研究所独立行政法人国立特別支援教育総合研究所））））

・合理的配慮を確保しつつ、インクルーシブ教育システムに先導的な取組を実施している拠点地域・学校での取組についてデータベース

を整備し、普及促進と共有化を図る。

○インクルーシブ教育システム構築事業 平成２５年度予算額(案) １，３８５百万円（新規）

◆◆◆◆特別支援学校機能強化特別支援学校機能強化特別支援学校機能強化特別支援学校機能強化モデルモデルモデルモデル事業事業事業事業

（（（（１２１２１２１２地域地域地域地域・・・・ＳＴＳＴＳＴＳＴ,ＯＴＯＴＯＴＯＴ,ＰＴＰＴＰＴＰＴ,心理学心理学心理学心理学のののの専門家等専門家等専門家等専門家等

約約約約３６０３６０３６０３６０人人人人のののの配置配置配置配置））））

◆◆◆◆インクルーシブインクルーシブインクルーシブインクルーシブ教育教育教育教育システムシステムシステムシステム構築構築構築構築モデルモデルモデルモデル事業事業事業事業

（（（（２４２４２４２４地域地域地域地域・・・・合理的配慮協力員約合理的配慮協力員約合理的配慮協力員約合理的配慮協力員約１２０１２０１２０１２０人人人人のののの配置配置配置配置））））

・複数の特別支援学校が連携し、機能別等の役割分担をしながらセンター的機能の機能強化を図る。都道府県・指定都市教育委員会は、そ
のために必要な専門家（ST,OT,PT,心理学の専門家等）を特別支援学校等に派遣する。また、キャリア・職業教育、ＩＣＴ・ＡＴ活用など今日的
課題への対応も行う。

・視覚障害、聴覚障害、病弱・身体虚弱について、各県ごとの教育資源が少数しか存在しないことから、広域的な取組を促すことにより、専門
性向上も含めた体制整備を促進する。

取組の収集・蓄積

◆◆◆◆「「「「合理的配慮合理的配慮合理的配慮合理的配慮」」」」普及啓発普及啓発普及啓発普及啓発セミナーセミナーセミナーセミナーのののの開催開催開催開催（（（（文部科学省文部科学省文部科学省文部科学省・・・・６６６６ブロックブロックブロックブロックでででで実施実施実施実施））））

・市町村教育委員会や学校関係者に対して、合理的配慮に関する関連知識の習得と情報共有による、就学事務の円滑化を図るため、

セミナー等を開催。

就学期以前就学期以前就学期以前就学期以前 小小小小・・・・中学校中学校中学校中学校 高等学校高等学校高等学校高等学校

･･･連携、相談・支援体制構築の推進

・特別な支援が必要となる可能性のある子ども及びそ

の保護者に対し、早期から情報提供や相談会の実施

等に取り組み、障害のある子ども一人ひとりの教育的
ニーズに応じた支援を保障する就学先を決定する。

保護者・子ども 円滑な就学

早期支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

○連携協議
会の開催

○専門的な

助言、研修
〇早期からの情報提供

〇相談会の実施

〇就学移行期等の支援

＜実践イメージ＞

都道府県市町村

医療医療医療医療教育教育教育教育 保健保健保健保健保育保育保育保育 福祉福祉福祉福祉 ・・・

◆◆◆◆早期早期早期早期からのからのからのからの教育相談教育相談教育相談教育相談・・・・支援体制支援体制支援体制支援体制のののの構築構築構築構築

（（（（１６１６１６１６地域地域地域地域・・・・早期支援早期支援早期支援早期支援ｺｰﾃｺｰﾃｺｰﾃｺｰﾃﾞ゙゙゙ｨｰﾈｰﾀｰｨｰﾈｰﾀｰｨｰﾈｰﾀｰｨｰﾈｰﾀｰ約約約約５０５０５０５０人人人人のののの配置配置配置配置））））

・特別支援学校に在籍する医療的ケアを必要する子どもに対応するため看護師を配置する。◆◆◆◆医療的医療的医療的医療的ケアケアケアケアのためののためののためののための看護師配置看護師配置看護師配置看護師配置（（（（約約約約３３０３３０３３０３３０人人人人））））

特別支援学校特別支援学校特別支援学校特別支援学校（（（（幼稚部幼稚部幼稚部幼稚部・・・・小学部小学部小学部小学部・・・・中学部中学部中学部中学部・・・・高等部高等部高等部高等部））））

・就学奨励費の支給対象を拡大し、通常の学級に在籍する障害のある児童生徒（約２，８００人）

の就学を支援する。
◆◆◆◆就学奨励費就学奨励費就学奨励費就学奨励費のののの支給対象拡大支給対象拡大支給対象拡大支給対象拡大

・幼・小・中・高におけるインクルーシブ教育システム（通級による指導等の活用を含む）の実現に向けた合理的配慮の調査研究を実施。

・小・中において、インクルーシブ教育システムを特別支援学級と通常の学級の交流及び共同学習の形で追求する。

・特別支援学校と小・中・高において、インクルーシブ教育システムを特別支援学校と通常の学級の交流及び共同学習の形で追求する。

・インクルーシブ教育システムを域内（市町村又は複数の市町村）の教育資源（通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支
援 学校）を活用する形で追求する。

【24年度措置額 ： 約476億円（23年度措置額 ： 約443億円】

■特別支援教育支援員の配置に係る経費（拡充）

□ 公立幼稚園、小・中学校及び高等学

校において、障害のある幼児児童生

徒に対し、学習活動上のサポート等を

行う「特別支援教育支援員」を配置す

るため、都道府県・市町村に対して、

必要な経費を措置するもの。

学校種 平成24年度 平成23年度

幼稚園【拡充】 約4,500人 約4,300人

小・中学校【拡充】 約36,500人 約34,000人

高等学校 約500人 約500人

合計 約41,500人

（事業費：約476億円）

約38,800人

（事業費：約443億円）

「特別支援教育支援員」は、幼稚園、小・中学校、高等学校において、校長、教頭、特別支援教

育コーディネーター、担任教師等と連携のうえ、日常生活上の介助（食事、排泄、教室の移動補

助等）、発達障害等の幼児児童生徒に対する学習支援、児童生徒の健康・安全確保、周囲の
児童生徒の障害理解促進等を行う。

平成２４年度特別支援教育支援員の地方財政措置額について


